
 

     

 

令和６年度「生活者としての外国人」のための特定のニーズに対  
応した日本語教育事業 地域日本語教育実践プログラムの採択に 

ついて 
 

 

１．事業の概要 

  別紙１のとおり 

 

２．予算額 

  ２３,８０８千円 

 

３．採択件数等 

・採択件数  １０件 

・採択団体 別紙２のとおり 

 

 

４．審査 

  外部有識者による「「生活者としての外国人」のための特定のニーズに対応  

  した日本語教育事業企画･評価会議の審査を経て、文化庁が決定。 

  （委員名簿は別紙３） 

 

 

＜担当＞ 文化庁国語課 

                      地域日本語教育推進室  

日本語教育推進係 

                電話：03－5253－4111（代表） 

                                （内線 4845） 



別紙１ 

令和６年度「生活者としての外国人」のための 

特定のニーズに対応した日本語教育事業 

地域日本語教育実践プログラムの概要 

 

１．本事業の目的 

本事業は、日本国内の各地域に在住する外国人等（以下、「生活者としての外国人」

という。）が、生活していく上で必要な日本語能力を身に付けるための地域における

日本語教育（以下、地域日本語教育という。）において、広域で共通する「特定の課

題に対する学習ニーズ」（以下、「特定のニーズ」という。）に対応した先進的な取

組を創出し、普及することを目的とします。 

 

２．事業内容 

「生活者としての外国人」に対する「特定のニーズ」に対応した日本語教育に関し 

て知見を有する団体（ＮＰＯ法人等）が、各団体の特徴や長所を生かして行う、 

「特定のニーズ」に対応した外国人等の効果的な日本語習得、及び他の地域や団体が実

施する日本語教育にも応用して活用できる先進的な取組を創出し、普及する下記の取

組を対象とします。 

 

 ① 運営等委員会の設置 【必須】 

 ② 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の特定のニーズのための先進的な 

   日本語教育（３０時間以上）の実施 【必須】 

 ③ 取組の成果の発信 【必須】 

 ④ 上記にかかる人材の育成 

 ⑤ その他、関連する取組の実施 

 

３．支援対象 

（１）団体要件 

本プログラムに応募できるのは、次の①か②のいずれかの要件を満たす団体です。 

 ① 法人格を有する団体 

 ② 法人格を有しないが、次のアからオの要件を全て満たしている団体 

  ア 定款又は寄附行為に類する規約等を有すること。 

   イ 団体の意思を決定し、執行し、代表する組織を有すること。 

  ウ 自ら経理し、監査する等会計組織を有すること。 

   エ 団体の活動の本拠としての事務所を有すること。 

※ ただし、地方公共団体及び総務省認定地域国際化協会は除きます。 

※ イからエの要件を満たしているかどうかについては、アの「定款又は寄附行 

為に類する規約等」の内容で確認します。 

※ 都道府県又は市区町村が設置した実行委員会等の組織は応募できません。 

  

（２）その他の要件 

○応募回数の制限 

本事業の応募において、同一の特定のニーズに対応した日本語教育を扱うものに

ついては、通算３年を上限とします。 



「生活者としての外国人」のための特定のニーズに
対応した日本語教育事業
現状・課題

令和6年度予算額（案） 24百万円

（前年度予算額 24百万円）

文化庁が実施した都道府県・政令指定都市に対する調査結果(※)によれば、多数の団体から「子育て・教
育」「就労」等のライフステージによる、特定の課題に対する学習ニーズ（以下、「特定のニーズ」）が指摘されて
いる。また、有識者からも、障害や識字、文化的背景等に伴う学習上の困難により、合理的配慮や個別対応
等が必要な外国人に対する日本語教育の在り方を検討する必要性が示唆されている。一方、「特定のニーズ」
に対応するためのノウハウ不足を課題とする自治体が多数あり、こうした専門性が必要となるニーズへの対応が困
難な状況にある。このため、行政区域を越えて広域で共通する「特定のニーズ」に対応した日本語教育プログラム
及びその実施体制を実践的に検討・開発し、普及することが必要である。

※「令和４年度各地域における日本語教育に関する取組について（回答一覧）」（令和4年度都道府県・政令指定都市日本語教育担当者会議）

事業内容

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標） 中期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）

・「生活者としての外国人」に対する「特定
のニーズ」に応じた先進的な日本語教育
の在り方の検討

・取組の成果の発信や普及及び地域住
民の日本語教育への理解の促進

「生活者としての外国人」が日本語を
用いて、健康かつ安全に生活を送ること
ができるようになるとともに、相互理解を
図り、社会の一員として生活を送ること
ができるようになる。

「生活者としての外国人」が日本
語で意思疎通を図り生活できるよ
うになることで、地域住民・外国人
住民双方における多文化共生社
会の創生に寄与する。

NPO法人、公益法人、大学等が行う地域日本語教育における、広域で共通する「特定の
ニーズ」に対応した先進的な取組の創出。

▼ 各団体の特徴や長所を生かした創意ある取組を普及

特定の

ニーズ

技術面

社会的

要請

波及

効果

特徴や長所を生かした
教育の提案

取組の普及 孤立しやすい対象者
への学習支援

＜事業イメージ＞

▼ 想定される取組例

●障害を有する外国人に対する日本語教育

の取組
障害特性を考慮したカリキュラムデザインや障害
特性の理解を促すための研修を通じた、障害を
有する外国人に対する日本語学習環境を整備
する取組

◆ 地域日本語教育実践プログラム                   件数：８件（前年度：8件）

「生活者としての外国人」が自立し
た言語使用者として生活を送るこ
とで、地域社会への参画を容易に
し、社会包摂推進の一助となる。

「特定のニーズ」に対応した外国人等の効果的な日本語習得及び、他の地
域や団体が実施する日本語教育にも応用して活用できる先進的な取組を
創出し、普及を図る。

（出典）出入国在留管理庁「地方公共団体における
共生施策の取組状況等に関する調査」

142

115

66

人員不足

財源不足

ノウハウ不足

（n=245）

地域の日本語教育に関する課題

●特定の課題を抱える外国人に対する日本語

教育の取組
文化や宗教上の理由により、外出等が制限さ
れ、学習機会へのアクセスが困難な外国人に対し
て、社会参加を促すカリキュラムデザインや日本語
学習に対する周囲の理解を推進する取組

担当：総合教育政策局（令和６年度より文化庁国語課から総合教育政策局へ移管）



別紙2

№ 都道府県 団体名 代表者職名 代表者氏名

1 埼玉県 地球っ子クラブ2000 代表 髙栁　なな枝

2 東京都 公益財団法人　日本障害者リハビリテーション協会 会長 炭谷　茂

3 東京都 特定非営利活動法人　CWS Japan 事務局長 小美野　剛

4 東京都 学校法人　学習院 理事長学習院長 耀　英一

5 東京都 社会福祉法人　日本国際社会事業団 理事長 永坂　哲

6 東京都 特定非営利活動法人　国際活動市民中心 代表理事 大久保　和夫

7 東京都 特定非営利活動法人　PEACE 理事長 マリップ・センブ

8 静岡県 特定非営利活動法人　フィリピノナガイサ 代表理事 中村　グレイス

9 愛知県 社会福祉法人　せんねん村 理事長 中澤　信

10 兵庫県 つどう場こうべ 代表 尾形　文

令和６年度「生活者としての外国人」のための特定のニーズに対応した日本語教育事業
地域日本語教育実践プログラム　採択団体一覧



令和５年度「生活者としての外国人」のための特定のニーズに対応した 

日本語教育事業 

企画・評価会議 委員名簿 

う  つ  み   ゆ み こ 

内 海 由 美 子 山形大学学術研究院 基盤教育院 教授 

たわらやま  ゆ う じ 

俵 山 雄 司 名古屋大学言語教育センター 准教授 

な か が わ  ゆ う じ 

中 川 祐 治 大正大学文学部日本文学科 教授 

ふ  か  え    し ん た ろ う 

深 江 新 太 郎 ＮＰＯ多文化共生プロジェクト 代表 

 わ   だ      た か こ 

和 田 貴 子 公益財団法人名古屋ＹＷＣＡ 

日本語教師養成事業部 部署責任者 

別紙３ 



「生活者としての外国人」のための特定のニーズに対応した 

日本語教育事業委託要項 

平成２０年４月２１日 

文 化 庁 次 長 決 定 

平成２１年２月２７日 

平成２４年４月１７日 

平成２７年１２月８日 

平成２８年２月５日 

平成２９年１２月１２日 

令和３年１月２６日 

令和３年１１月１５日 

  令和５年１月１２日 

  令和６年１月１２日 

一 部 改 正 

１ 趣旨 

本事業は、日本国内の各地域に在住する外国人等（以下、「生活者としての外国人」

という。）が、生活していく上で必要な日本語能力を身に付けるための地域における

日本語教育（以下、地域日本語教育という。）において、広域で共通する「特定の課

題に対する学習ニーズ」（以下、「特定のニーズ」という。）に対応した先進的な取組

を創出し、普及することを目的とする。このうち、委託業務については、本要項

の定めるところにより実施する。 

２ 委託業務の内容 

文化庁は、以下の業務を委託して実施することができる。 

（１）地域日本語教育実践プログラム

「生活者としての外国人」に対する「特定のニーズ」に対応した日本語教育に関し

て知見を有する団体（ＮＰＯ法人等）が、各団体の特徴や長所を生かして行う、

「特定のニーズ」に対応した外国人等の効果的な日本語習得、及び他の地域や団

体が実施する日本語教育にも応用して活用できる先進的な取組を創出し、普及す

る業務。 

３ 業務の委託先 

文化庁は、上記１の趣旨で述べた目的を実現するため、以下の団体（以下「実施

団体」という。）に業務を委託する。 

（１）法人格を有する団体

（２）法人格を有しないが、次に掲げる要件の全てを満たしている団体

ア 定款又は寄付行為に類する規約等を有すること。

イ 団体の意思を決定し、執行し、代表する組織を有すること。
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ウ 自ら経理し、監査する等会計組織を有すること。 

エ 団体の活動の本拠としての事務所を有すること。 

ただし、地方公共団体及び総務省認定地域国際化協会を除くこととする。 

 

 

４ 応募制限期間等 

本事業については、以下の応募制限期間等を設ける。 

（１）虚偽の申請や報告による委託費の不正な受給、委託費の他の事業・用途へ

の流用、私的流用：応募制限期間４～５年 

（２）調査に応じない、調査に必要な書類の提出に応じない、その他文化庁の調

査を妨害したと認められる場合：応募制限期間２～３年 

（３）本事業以外の文化庁及び他機関が行う支援事業において不正行為等を行っ

たことが判明した場合は、上記（１）から（２）に準じて取り扱う。 

 

５ 委託期間 

委託期間は、契約を締結した日から契約期間満了日までとする。 

 

６ 委託手続 

（１）実施団体が業務の委託を受けようとするときは、業務計画書等を文化庁に

提出すること。 

（２）文化庁は、上記（１）により提出された業務計画書等の内容を検討し、内

容が適切であると認めた場合、実施団体と委託契約書を取り交わし、業務を委託

する。 

 

７ 委託費 

（１）文化庁は、予算の範囲内で業務に要する経費（「人件費」、「事業費、（諸謝

金、旅費、借損料、消耗品費、会議費、通信運搬費、保険料、雑役務費、消費税

相当額）」、「一般管理費」、「再委託費」）を委託費として支出する。 

（２）文化庁は、実施団体が本契約の定めに違反したとき、実施に当たり不正も

しくは不当な行為をしたとき、又は業務の遂行が困難であると認めたときは、契

約の解除や経費の全部又は一部について返還を命じることができる。 

 

８ 再委託 

  本事業の全部を第三者に委託（以下「再委託」という。）することはできない。た

だし、本事業のうち、再委託することが事業を実施する上で合理的であると認め

られるものについては、本事業の一部を再委託することができる。 

 

９ 業務完了（廃止）の報告 

実施団体は、業務が完了したとき（契約を解除したとき又は廃止したときを含む。）

は、委託業務完了（廃止）報告書を作成し、完了した日から３０日以内、又は契

約期間満了日のいずれか早い日までに、文化庁に提出しなければならない。 



 

１０ 委託費の額の確定 

（１）文化庁は、上記９により提出された委託業務完了（廃止）報告書について

調査及び必要に応じて現地調査を行い、その内容が適正であると認めたときは、

委託費の額を確定し、実施団体へ通知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、業務に要した決算額と委託契約額のいずれか低い

額とする。 

 

１１ その他 

（１）文化庁は、実施団体における業務の実施が当該趣旨に反すると認められる

ときには、必要な是正措置を講ずるよう求める。 

（２）文化庁は、業務の実施に当たり、実施団体の求めに応じて指導・助言を行

うとともに、その効果的な運営を図るため協力する。 

（３）文化庁は、必要に応じ、本委託業務の実施状況及び経理処理状況について、

調査及び現地調査を行うことができる。 

（４）実施団体は、業務の遂行によって知り得た事項についてはその秘密を保持

しなければならない。 

（５）この要項で定める事項のほか、業務の実施に当たり必要な事項については、

文化庁委託業務実施要領に定めるところによる。 

（６）令和６年１月１２日一部改正は、令和６年度事業より適用するものとする。 
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